
登別市住宅改修支援事業取扱要領 

 

（目的） 

第１条 この要領は、高齢者向けに居室等の改良を希望する者に対し、介護保険制度

の利用に関する助言を行う居宅介護支援事業者等を支援することにより、高齢者が

住み慣れた地域社会の中で引き続き在宅生活を維持し、もって高齢者の保健福祉の

向上を図ることを目的とする。 

（事業内容） 

第２条 この要領に係る住宅改修支援事業とは、次に掲げる住宅改修に関する相談及

び助言をいう。 

（１）住宅の改良に関し、利用対象者の居宅を訪問等により、家屋の構造、高齢者の

身体状況及び保健福祉サービスの活用状況等を踏まえて、相談に応じ、助言を行

うこと。 

（２）施工者の紹介及び改良内容についての業者への連絡や調整を行うこと。 

（３）施工後の評価及び利用対象者に対する指導を行うこと。 

（４）その他住宅改良が円滑に行われるよう関係機関との連絡調整を行うこと。 

（支給対象と支給額） 

第３条 前条に規定する事業を行うとともに、第４条に規定する支給対象者が、居宅

介護支援又は介護予防支援の提供を受けていない要介護者又は要支援者の居宅介

護住宅改修又は居宅介護予防住宅改修の支給の申請に伴う「住宅改修が必要な理由

書」（以下「理由書」という。）を作成した場合に、当該支給対象者に対して１件当

たり２，０００円を支払うものとする。 

２ 前項による支払いは、現に理由書に基づき住宅改修が行われた場合であって、居

宅サービス計画作成依頼書届出書の適用開始日の属する月の前月以前に行われた

理由書の作成に対して行うものとする。 

（支給対象者） 

第４条 支給対象者は、次に掲げる者であって、居宅介護住宅改修費又は居宅介護予

防住宅改修費の支給の対象となる住宅改修について十分な専門性があると認めら

れる者とする。 

（１）介護支援専門員及び指定居宅介護支援事業者等 

（２）作業療法士 

（３）福祉住環境コーディネーター検定試験２級以上その他これに準ずる資格等を有

する者 

（支給方法） 

第５条 市長は、前条に規定する対象者から請求があった場合は、速やかに審査し、

支給の可否を決定するものとする。 



２ 市長は、前項の規定により支給の決定をしたときは、速やかに当該対象者に支給

するものとする。 

（台帳の整理） 

第６条 市長は、前条の支給の決定に伴い、住宅改修支援事業支給台帳を整備するも

のとする。 

（その他） 

第７条 この要領に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

 

附 則 

この要領は、平成１３年１月１日から施行する。 

附 則 

１ この要領は、平成１５年４月１日から施行する。 

２ この要領施行の日前に改正前の要領第３条に規定する業務を行った場合の支援

事業費については、なお従来の例による。 

附 則 

この要領は平成１９年４月１日から施行する。 


